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ま え が き

我 が 国 に 在 留 す る 外 国 人 の 数 は ， 平 成 ２ ８ 年 末 に は 約 万 人 で あ り ，

「 出 入 国 管 理 及 び 難 民 認 定 法 」 が 改 正 施 行 さ れ た 平 成 ２ 年 末 の 約 万

人 と 比 べ て ２ 倍 を 超 え る 数 と な っ て い ま す 。

こ の 間 ， 日 本 語 学 習 者 層 の 拡 大 と 多 様 化 が 進 み ， こ の よ う な 状 況 に

適 切 に 対 応 し た 日 本 語 教 育 の 展 開 が 求 め ら れ る と と も に ， 日 本 語 教 師

に 求 め ら れ る 役 割 や 活 動 の 場 も 広 が っ て い ま す 。

文 化 庁 で は ， 国 内 の 外 国 人 に 対 す る 日 本 語 教 育 の 現 状 を 把 握 す る た

め ， 昭 和 ４ ２ 年 以 来 毎 年 継 続 し て 「 日 本 語 教 育 実 態 調 査 」 を 実 施 し て

お り ， こ の 度 ， 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 １ 日 現 在 の 調 査 結 果 の 概 要 を 取 り ま

と め ま し た 。

な お ， こ の 調 査 は ， 文 化 庁 文 化 部 国 語 課 で 知 り 得 た 日 本 語 教 育 又 は

日 本 語 教 師 の 養 成 ・ 研 修 を 実 施 し て い る 国 内 の 機 関 及 び 施 設 ・ 団 体 に

調 査 票 を 送 付 し ， そ の う ち 回 答 の あ っ た も の に つ い て 数 値 を 集 計 す る

方 法 で 実 施 し ま し た 。

本 概 要 が 日 本 語 教 育 の 現 状 把 握 や 基 礎 資 料 と し て 役 立 て ば 幸 い で す 。

文 化 庁 文 化 部 国 語 課



凡 例

１ 本概要について

本概要は，平成２８年１１月１日現在で実施した平成２８年度日本語教育実態調査

の結果に基づき，国内の日本語教育の現状を把握するために作成したものである。

また，本概要は「外国人に対する日本語教育の現状について」，「日本語教師養成・

研修の現状について」，「日本語教育コーディネーターの現状について」の三部構成

となっている。

２ 機関・施設等の区分について

国内における日本語教育は，様々な機関・施設等で行われており，その教育目的も

多様である。

本概要では，こうした機関・施設等を，「大学等機関」と「一般の施設・団体」と

に大別し，さらに，下記の区分により分類し，集計を行った。

なお ここでは 以下の（１）に含まれるものについては「機関」と表記し （２）

に含まれるものについては「施設･団体」と （１）と（２）について同時に指す場合

は 「機関・施設等」と表記している。

（１） 大学等機関

①大学（国立／公立／私立）

②短期大学（公立／私立）

③高等専門学校（国立／公立／私立）

（２） 一般の施設・団体

①地方公共団体（都道府県／政令指定都市／中核市／左記以外）

②教育委員会（都道府県／政令指定都市／中核市／左記以外）

③国際交流協会

④法務省告示機関

⑤その他

特定非営利活動法人，学校法人・準学校法人，株式会社・有限会社，社団法人・

財団法人（一般・公益を問わず社団法人・財団法人とする。），その他の法人，

任意団体

・平成２０年度調査までは「大学等機関」の「機関区分」を「大学院」「大学」「短

期大学」「高等専門学校」の四つとしていたが，平成２１年度調査からは「大学

院」を「大学」の一部局とし，「大学」「短期大学」「高等専門学校」の三つと

した。

・平成２２年度調査までは「（財）日本語教育振興協会認定施設」について調査し

ていたが，平成２３年度からは「法務省が告示する日本語教育機関（法務省告示

機関）」について調査を行っている。

本編では，市区町村の数全体の内数として，外国人集住都市会議会員都市（ の注を参照）に係る数を算出している。

本編では，市区町村の数全体の内数として，外国人集住都市会議会員都市（ の注を参照）に係る数を算出している。

出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令の表の法別表第一の四の表の留学の項の下欄に掲

げる活動の項の下欄の規定により法務大臣が告示した外国人に対する日本語教育を行う機関。



３ 「機関・施設等数」の定義について

本調査の「機関・施設等数」は，日本語教育，日本語教師養成・研修を実施してい

る又は日本語教育コーディネーターを配置している機関･施設等を単位とする。ただ

し，平成１４年度調査までの「外国人に対する日本語教育の現状について」の「一般

の施設・団体」の「機関・施設等数」については，開設された日本語教室の数（１団

体が複数の教室を開設する場合もある。）を計上していたので留意願いたい。

４ 「日本語教育コーディネーター」の定義について

本調査の「日本語教育コーディネーター」は，「日本語教育コーディネーター」等

の名称を持ち，「地域における日本語教育の実態把握」，「地域における日本語教育

の企画・運営」，「地域における日本語教師の養成・研修」，「日本語教師や関係機

関との連絡・調整」等の業務を担当する者のことを指している。

５ 「日本語学習者」と「受講者」の区別について

本調査において「日本語学習者」とは日本語を学ぶ者のことを，「受講者」とは日

本語教師養成・研修の講座を受ける者のことを指している。

６ 本調査の対象範囲について

本調査は，外国人に対する日本語教育又は日本語教師養成・研修を実施している国

内の機関･施設等（初等中等教育機関を除く）に調査票を送付し，そのうち回答のあ

ったものについて集計したものである。したがって，回答を得られなかった機関・施

設等については集計していない。

また，本調査は，飽くまで機関・施設等に対する調査であり，機関・施設等に所属

する全ての個人から得た回答を集計したものではない。

なお，より網羅的な調査を行うことを目的に，各都道府県・市区町村に対して，各

都道府県・市区町村が把握している国際交流協会及び地域の日本語教育団体（２頁２

（２）⑤に該当）についての情報を御提供いただき，これまで文化庁文化部国語課で

把握していなかった施設・団体があった場合には，当該施設・団体にも調査を依頼し

た。

日本語教育コーディネーターに関する調査は，平成２６年度までは大学等機関及び

法務省告示機関は対象としていなかったが，平成２７年度からは，大学等機関及び法

務省告示機関についても対象として調査を実施している。

調査票回収数

・大学等機関 ·································· 件

・地方公共団体・教育委員会 ·················· 件

・国際交流協会 ································ 件

・法務省告示機関 ······························ 件

・その他 ······································ 件

・合計 ······································ 件
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Ⅰ 外国人に対する日本語教育の現状について

概観
平成２８年１１月１日現在，国内における日本語教育実施機関・施設等数は

日本語教師数は 人，日本語学習者数は 人となっている。

機関・施設等数 教師数 日本語学習者数

大学等機関

地方公共団体・教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・任意団体等

合計

（注）「法務省告示機関・任意団体等」…法務省告示機関とその他（特定非営利活動法人，学校法人，任意団体等）を合算したもの。

前年度との比較では，日本語教育実施機関・施設等数，日本語教師数，日本語学習者

数の全てが増加している。

平成２年度からの推移を見ると，日本語教育実施機関・施設等数は から （

倍）に，日本語教師数は， 人から 人（ 倍）に，日本語学習者数は

人から 人（ 倍）にそれぞれ増加している。

平成２年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

日本語教育実施機関・施設等数

日本語教師数

日本語学習者数

8,329

33,416 31,064 34,392 31,174 32,949 36,168 37,962
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数
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3 , 2,9 36,16
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0
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度 平成２４ 度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

数 日本語教育実施機関・施設等数

2

359

61

平成 年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２

（人） 日本語教師数 日本語学習者数



日本語教育実施機関・施設等数について
（１）全体の動向

となっており，平成２７年度（ ）より （ ％）増加した。内訳は，
地方公共団体・教育委員会が ，法務省告示機関・任意団体等が 増加しており，
大学等機関は ，国際交流協会は の減少となっている。（年度別の推移については
９頁参照。）

（２）機関・施設等別の状況
一般の施設・団体が （ ％），大学等機関が （ ％）となっている。

そのうち，一般の施設・団体についてその内訳を見ると，国際交流協会が
と最も多く，以下，法務省告示機関が （ ％），任意団体が 地方公
共団体が （ ％），教育委員会が （ ％），社団法人・財団法人が （ ％），
特定非営利活動法人が ，その他の法人が （ ％）の順となっている。

日本語教師数について
（１）全体の動向

人となっており，平成２７年度（ 人）より 人（ ％）増加した。
増加分の内訳は，職務別に見ると非常勤教師が 人，常勤教師が 人，ボランティ
アが 人増加している。（年度別の推移については１０頁参照。）

（２）機関・施設等別の状況
国際交流協会が 人（ ％）と最も多く，以下，法務省告示機関が 人

，地方公共団体が 人（ ％），大学等機関が 人（ ％），任
意団体が 人（ ％）の順となっている。

大学等機関

24.7%

国際交流協会

19.5%

法務省告示機関

19.1%

任意団体

13.1%

地方公共団体

11.4%

教育委員会

8.3%

社団法人・財団法人

1.6%

特定非営利活動法人

1.3%

その他の法人

0.4%

株式会社・有限会社

0.4%

学校法人・準学校法人

0.2%

国際交流協会

31.3%

法務省告示機関

23.1%

地方公共団体

13.1%

大学等機関

13.0%

任意団体

9.9%

教育委員会

5.5%

社団法人・財団法人

1.6%

特定非営利活動法人

1.5%

株式会社・有限会社

0.5%
その他の法人

0.4%

学校法人・準学校法人

0.2%



（３）職務別の状況
ボランティアが 人（ ％）と最も多く，以下，非常勤教師が 人

（ ％），常勤教師が 人（ ％）の順となっている｡

日本語学習者数について
（１）全体の動向

人となっており，平成２７年度（ 人）より 人（ ％）の増
加となっている。増加の内訳は，大学等機関で 人，法務省告示機関・任意団体
等で 人，地方公共団体・教育委員会で 人，国際交流協会で 人増加し
ている。国別で見ると，ベトナムで 人，中国で 人の増加となっており，逆
にネパールは 人の減少となっている。（年度別の推移については１１頁参照。）

（２）機関・施設等別の状況
法務省告示機関が 人 と最も多く，以下，大学等機関が 人

（ ％），国際交流協会が 人（ ％），地方公共団体が 人（ ％），
任意団体が 人（ ％）の順となっている。

（３）出身地域別の状況
アジア地域が 人（ ％）と最も多く，うち中国が 人（全学習者の

％）を占めている。以下，ヨーロッパ地域が 人（ ％），南アメリカ地域
が 人（ ％），北アメリカ地域が 人（ ％），ロシア・ＮＩＳ諸国が
人（ ％），アフリカ地域が 人（ ％），大洋州が 人（ ％）の順と
なっている。（詳細は１６，１７頁参照。）

ボランティア

58.1%
非常勤教師

29.7%

常勤教師

12.2%

法務省告示機関

39.9%

大学等機関

26.0%

国際交流協会

14.9%

地方公共団体

7.3%

任意団体

4.8%

教育委員会

3.4%

社団法人・財団法人

1.6%

学校法人・進学校法人

0.7％
株式会社・有限会社

0.6%

特定非営利活動法人

0.5%

その他の法人

0.4%



総表

（注）上記の表の外国人集住都市とは 外国人住民が多数居住する自治体の関係者が集まり，多文化共生への課題につい

て考えるため，平成 年に発足した「外国人集住都市会議」の会員都市のこと。「うち外国人集住都市」に係る

数は，「政令指定都市」 「中核市」及び「上記以外」の数全体の内数。

会員都市は次の 都市。（平成 年 月 日現在）

【群馬県】太田市 大泉町【長野県】上田市 飯田市【岐阜県】美濃加茂市

【静岡県】浜松市 富士市 磐田市 掛川市 袋井市 湖西市 菊川市

【愛知県】豊橋市 豊田市 小牧市【三重県】津市 四日市市 鈴鹿市 亀山市 伊賀市

【滋賀県】長浜市 甲賀市【岡山県】総社市

オブザーバー

【愛知県】蒲郡市，新城市

（※１）日本語教育（授業の担当及びカリキュラム編成，教材作成等）を主たる業務とする者。

（※２）日本語教育以外の業務（一般事務や管理業務，他の授業等）を主たる業務とするが，日本語教育も行う者。

（※３）原則として，日本語教育に対する報酬を受けない者（交通費等の実費は報酬とみなさない）。

日本語※１
日本語以外※２

国立

公立

私立

計

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

都道府県

政令指定都市

中核市

上記以外

   うち外国人集住都市

計

都道府県

政令指定都市

中核市

上記以外

   うち外国人集住都市

計

国際交流協会

法務省告示機関

特定非営利活動法人

学校法人・準学校法人

株式会社・有限会社

社団法人・財団法人

その他の法人

任意団体

計

小計

合計
区分 機関・施設等数 常勤教師

日本語

学習者数ボランティア※３非常勤教師

教師数

大学

大

学
等
機
関

短期大学

高等専門学校

小計

一

般
の
施
設
・
団
体

地方公共団体

教育委員会

合計

その他



内訳図表
日本語教育実施機関・施設等数の推移

（注）「法務省告示機関・任意団体等」…法務省告示機関とその他（特定非営利活動法人，学校法人，任意団体等）を合算したもの。

（単位：機関・施設）

（注）地方公共団体，教育委員会及び国際交流協会の区分は平成８年度調査より設定。

○概要

日本語教育実施機関・施設等数は昨年度に比べ，大学等機関は ，国際交流協会は

減少している。一方で，地方公共団体・教育委員会は ，法務省告示機関は ，任意団

体は 増加している。平成２８年度の機関・施設等数においては，法務省告示機関・任

意団体等が と全体の ％を占めており，過去６年間においても全体の ％以上で

推移している。

大学等機関

地方公共団体・

教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・

任意団体等

合計

平成２６年度 平成２８年度平成２５年度平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度平成２年度

―

―

平成２２年度

464

771 820 845 835 875

632
763

295 199

331 296 311

439

411

215 285

294
270

229 396

416

357

555 528

525
560 478

545

521

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成２年度 平成２２年度平成２３年度平成２４年度平成２５年度平成２６年度平成２７年度平成２８年度

機
関
・
施
設
等
数

大学等機関

地方公共団体・

教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・

任意団体等



日本語教師数の推移

（単位：人）

（注）ボランティアの区分は平成６年度調査より設定。

○概要

日本語教師数の推移としては，平成２２年度以降はボランティアが全体の ％近くを

占めている。平成２８年度の教師数を年代別に見ると，６０代が全体の ％，５０代

が ％を占めている。

年代別日本語教師数（平成２８年度 人）
（単位：人）

常勤教師

非常勤教師

ボランティア

合計

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２８年度平成２７年度平成２年度

―

平成２２年度

年代別日本語教師数

70代以上 回答なし10代 20代 30代 40代 50代 60代

18,526 17,573

20,786

17,673
18,899

21,718 22,043

5,816

10,430

9,196

9,631

9,408

10,114

10,304
11,271

2,513

4,460

4,295

3,975

4,093

3,936

4,146

4,648

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成２年度 平成２２年度平成２３年度平成２４年度平成２５年度平成２６年度平成２７年度平成２８年度

教
師
数
（
人
）

常勤教師

非常勤教師

ボランティア等

10代

0.4%
20代

5.7%

30代

10.3%

40代

15.2%

50代

17.5%

60代

21.6%

70代以上

8.1%

回答なし

21.1%



日本語学習者数の推移

（注）「法務省告示機関・任意団体等」…法務省告示機関とその他（特定非営利活動法人，学校法人，任意団体等）を合算したもの。

（単位：人）

（注）地方公共団体，教育委員会及び国際交流協会の区分は平成８年度調査より設定。

○概要

日本語学習者数の推移としては，平成 年度は東日本大震災の影響もあり，前年度

（ 人）と比較し ％に落ち込んだが，その後，一貫して増加傾向にある。法

務省告示機関・任意団体等が全体の ％を占めており，過去６年間においても全体の

％以上で推移している。

大学等機関

地方公共団体・

教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・

任意団体等

合計

平成２８年度平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

―

―

平成２７年度平成２６年度平成２年度 平成２２年度

47,599

78,927

60,847 62,628
74,025

86,094 87,729

105,644

17,023

11,866
17,476

17,405

19,896

29,860

32,365

21,065

14,649
15 405

14,014

15 212

20,646

23,200

13,002

50,579

40,799

44,104

51,399

53,157

53,518

56,672

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成２年度 平成２２年度平成２３年度平成２４年度平成２５年度平成２６年度平成２７年度平成２８年度

学
習
者
数
（
人
）

47 599

8,927

60 847 62,628
4,025

86,094 7, 29

05,644

,023

1,866
7,476

,405

9 896

9,860

32,365

21,065

4,649
5, 05

4,014

5 2 2

0,646

23,20

3,002

50,579

40 99

44, 04

5 ,399

53, 57

3 518

56,672

0

0,000

00,000

50,000

200,000

250,000

平成２年度 平成２２年度平成２ 年度平成２４年度平成２ 年度平成２ 年度平成２７年度平成２ 年度

学
習
者
数
（

）

大学等機関

地方公共団体・

教育委員会

国際交流

820 8 5

2 5
33

2 5 28

2 4 229
4

555

5 5

平成２年度 平成２２年度 ２３年度平成２ 年度平成２５年度平成２６年度平 ２７年度 成２８年度

機
関

設

地方公共団

国際交流協会

法務省告示機関・

任意団体等



属性別日本語学習者数（平成２８年度 人）
（単位：人）

（注１）上記区分は必ずしも在留資格の区分と一致するものではない。

（注２）上記回答は学習者本人の回答ではなく，学習者が所属する機関・団体の回答を集計したものである。

滞日年数別日本語学習者数（平成２８年度 人）
（単位：人）

（注）上記回答は学習者本人の回答ではなく，学習者が所属する機関・団体の回答を集計したものである。

属性別日本語学習者数

その他 不明
中国帰国者

及びその家族

難民及び

その家族

日系人及び

その家族

日本人の

配偶者等
留学生

研修生

技能実習生

ビジネス関係者

及びその家族

短期滞在

（観光含む）

滞日年数別日本語学習者数

把握していない1年未満 1年～3年 3～5年 5～10年 10年～

中国帰国者

及びその家族

1.5%

難民及び

その家族

0.2% 日系人及び

その家族

1.8%

日本人の

配偶者等

4.0%

留学生

62.6%

研修生

技能実習生

4.7%

ビジネス関係者

及びその家族

4.3%

短期滞在

（観光含む）

0.6%

その他

2.1%

不明

18.3%

1年未満

31.7%

1年～3年

24.5%
3～5年

2.9%

5～10年

2.0%

10年～

2.1%

把握していない

36.9%



都道府県別日本語教育実施機関・施設等数，日本語教師数，日本語学習者数

（全体）

日本語 日本語以外

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿 児 島 県
沖 縄 県

合 計

都道府県名 機関・施設等数
日本語

学習者数
常勤教師

合計

教師数

非常勤教師 ボランティア



都道府県別日本語教育実施機関・施設等数，日本語教師数，日本語学習者数

（大学等機関）

日本語 日本語以外

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿 児 島 県
沖 縄 県

合 計

都道府県名 機関・施設等数

教師数
日本語

学習者数
常勤教師

ボランティア 合計非常勤教師



都道府県別日本語教育実施機関・施設等数，日本語教師数，日本語学習者数

（一般の施設・団体）

日本語 日本語以外

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿 児 島 県
沖 縄 県

合 計

都道府県名 機関・施設等数

教師数
日本語

学習者数
常勤教師

ボランティア 合計非常勤教師



日本語学習者の出身地域別割合

○概要

日本語学習者 人の出身地域別割合を見ると，大学等機関，一般の施設・団体のい

ずれにおいてもアジア地域出身が ％以上を占めている。次いで多いのは，全体ではヨー

ロッパ地域の ％であるが，一般の施設・団体で見ると南アメリカ地域の ％である。

日本語学習者の出身地域別割合

（全体） （全体）

日本語学習者数

（人）
割合

アジア地域

ヨーロッパ地域

南アメリカ地域

北アメリカ地域

ロシア・ 地域

アフリカ地域

大洋州

把握していない

計

日本語学習者の出身地域別割合

（大学等機関） （大学等機関）

日本語学習者数

（人）
割合

アジア地域

ヨーロッパ地域

北アメリカ地域

アフリカ地域

ロシア・ 地域

南アメリカ地域

大洋州

把握していない

計

日本語学習者の出身地域別割合

（一般の施設・団体） （一般の施設・団体）

日本語学習者数

（人）
割合

アジア地域

南アメリカ地域

北アメリカ地域

ヨーロッパ地域

ロシア・ 地域

アフリカ地域

大洋州

把握していない

計

アジア地域

83.7%

ヨーロッパ地域

3.5%

南アメリカ地域

3.3%

北アメリカ地域

3.0%

ロシア・NIS地域

0.8%

アフリカ地域

0.8% 大洋州

0.6% 把握していない

4.3%

アジア地域

84.0%

ヨーロッパ地域

6.4%

北アメリカ地域

4.0%

アフリカ地域

1.3%

ロシア・NIS地域

0.9%

南アメリカ地域

0.9%
大洋州

0.8%

把握していない

1.6%

アジア地域

83.6%

南アメリカ地域

4.1%

北アメリカ地域

2.6%

ヨーロッパ地域

2.5%

ロシア・NIS地域

0.8%

アフリカ地域

0.7%

大洋州

0.5%

把握していない

5.2%



日本語学習者数（国・地域別）（上位２０か国・地域）

○概要

日本語学習者数の国・地域別の内訳としては，中国が最多の 人（ ％）である。

次いで多いのが，ベトナムの 人（ ％），ネパールの 人（ ％）であり，

ベトナムは前年の 倍に増加している。

中華人民共和国 （1） （1）

ベトナム社会主義共和国 （2） （2）

ネパール連邦民主共和国 （5） （3）

大韓民国 （3） （6）

台湾 （4） （5）

フィリピン共和国 （17） （4）

インドネシア共和国 （7） （8）

ブラジル連邦共和国 （21） （7）

アメリカ合衆国 （6） （10）

タイ王国 （8） （11）

スリランカ民主社会主義共和国 （14） （9）

ミャンマー連邦共和国 （13） （12）

日本 （11） （17）

インド （19） （13）

フランス共和国 （11） （18）

モンゴル国 （16） （16）

マレーシア （10） （20）

バングラデシュ人民共和国 （20） （15）

ペルー共和国 （38） （14）

グレートブリテン及び北アイルランド連合王国

（英国）
（15） （19）

昨年度の

日本語
学習者数

今年度の日本語学習者数

合計（割合）
国・地域名

大学等機関（順位） 一般の施設・団体（順位）

中国

33.7%

ベトナム

20.6%
ネパール

5.0%

韓国

4.4%

台湾

3.6%

フィリピン

3.4%

インドネシア

2.6%

ブラジル

2.3%

アメリカ

2.3%

タイ

2.0%

その他

20.1%





Ⅱ 日本語教師養成・研修の現状について

概観
平成２８年１１月１日現在，国内における日本語教師養成・研修課程（コース），科

目等を設け，日本語教師の養成・研修を実施している機関・施設等数は ，日本語教

師養成・研修担当の教師数は 人，受講者数は 人となっている。

（注）「法務省告示機関・任意団体等」…法務省告示機関とその他（特定非営利活動法人，学校法人，任意団体等）を合算したもの。

前年度との比較では，日本語教師養成・研修の実施機関・施設等数，日本語教師養成・

研修担当の教師数，受講者数は増加している。

平成２年度からの推移を見ると，日本語教師養成・研修実施機関・施設等数は か

ら （ 倍）に増加し，教師数は 人から 人（ 倍）に，受講者数は

人から 人 倍 に増加している。

機関・施設等数 教師数 受講者数

大学等機関

地方公共団体・教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・任意団体等

合計

平成２年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

機関・施設等数

教師数

受講者数

1,771

5,525
4,753 4,566 4,211 4,271 3,866 4,297

15,146

29,206 28,982

31,797
30,110

35,818

26,241

29,267

146

552
525

600 607
557

523

582

0

100

200

300

400

500

600

700

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成２年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

機
関
・
施
設
等
数

（人） 教師数 受講者数 機関・施設等数



日本語教師養成・研修実施機関・施設等数について
（１）全体の動向

となっており，平成２７年度の より （ ％）増加している。内訳は，大

学等機関が ，地方公共団体・教育委員会が ，国際交流協会が ，法務省告示機関・

任意団体等が 増加している。（年度別の推移については２３頁参照。）

（２）機関・施設等別の状況

大学等機関が （ ）と最も多く，次いで，国際交流協会が （ ％），

地方公共団体・教育委員会が （ ％），その他の施設・団体が （ ％），

法務省告示機関が （ ％）の順となっている。

日本語教師養成・研修担当の教師数について
（１）全体の動向

人となっており，平成２７年度の 人と比べ， 人（ ％）増加した。

内訳は，大学等機関で 人，地方公共団体・教育委員会で 人，国際交流協会で

人，法務省告示機関・任意団体等で 人増加している。

（２）機関・施設等別の状況

大学等機関が 人（ ％）と最も多く，以下，国際交流協会が 人（ ％），

その他の施設・団体が 人 ，地方公共団体・教育委員会が 人（ ％），

法務省告示機関が 人（ ％）の順となっている。

大学等機関

33.3%

国際交流協会

29.9%

地方公共団体・

教育委員会

17.2%

その他の施設・団体

12.5%

法務省告示機関

7.0%

大学等機関

65.4%

国際交流協会

10.3%

その他の施設

・団体

8.8%

地方公共団体

・教育委員会

8.4%

法務省告示機関

7.2%



（３）職務別の状況

非常勤教師が 人（ ％）と最も多く，以下，常勤教師が 人（ ％），ボ

ランティアが 人（ ％）の順となっている。

受講者数について
（１）全体の動向

人となっており，平成２７年度の 人と比べ， 人（ ％）増加

した。増減の内訳は，地方公共団体・教育委員会で 人，国際交流協会で 人，法

務省告示機関・任意団体等で 人増加し，大学等機関で 人減少している。

（２）機関・施設等別の状況

大学等機関が 人（ ％）と最も多く，以下，国際交流協会が 人（ ％），

その他の施設・団体が 人（ ％）。地方公共団体・教育委員会が 人（ ％），

法務省告示機関で 人（ ％）の順となる。

（３）出身地域別の状況

日本が 人（ ％）と最も多く，以下，中国が 人（ ％），韓国が

人 ，ベトナムが 人（ ％），台湾が 人（ ％）の順となっている。（詳

細は２７頁参照。）

非常勤教師

46.3%

常勤教師

43.9%

ボランティア

9.8%

大学等機関

49.6%

国際交流協会

20.8%

その他の施設

・団体

16.4%

地方公共団体

・教育委員会

10.3%

法務省告示機関

2.9%



総表

常勤教師 非常勤教師 ボランティア 合計

国立

公立

私立

計

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

都道府県

政令指定都市

中核市

上記以外

   うち外国人集住都市

計

都道府県

政令指定都市

中核市

上記以外

   うち外国人集住都市

計

国際交流協会

法務省告示機関

特定非営利活動法人

学校法人・準学校法人

株式会社・有限会社

社団法人・財団法人

その他の法人

任意団体

計

小計

区分 機関・施設等数

大学

教師数
受講者数

合計

大

学
等
機
関

短期大学

高等専門学校

小計

一

般
の
施
設
・
団
体

地方公共団体

教育委員会

その他



内訳図表

日本語教師養成・研修実施機関・施設等数の推移
（単位：機関・施設）

（注）地方公共団体，教育委員会及び国際交流協会の区分は平成８年度調査より設定。

日本語教師養成・研修担当の教師数の推移（機関・施設等別）
（単位：人）

（注）地方公共団体，教育委員会及び国際交流協会の区分は平成８年度調査より設定。

日本語教師養成・研修担当の教師数の推移（職務別）
（単位：人）

（注）ボランティアの区分は平成６年度調査より設定。

受講者数の推移
（単位：人）

（注）地方公共団体，教育委員会及び国際交流協会の区分は平成８年度調査より設定。

大学等機関

地方公共団体・

教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・

任意団体等

合計

平成２２年度平成２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２８年度

―

―

平成２７年度

大学等機関

地方公共団体・

教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・

任意団体等

合計

平成２２年度 平成２８年度平成２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

―

―

常勤教師

非常勤教師

ボランティア

合計

平成２２年度 平成２８年度平成２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

―

大学等機関

地方公共団体・

教育委員会

国際交流協会

法務省告示機関・

任意団体等

合計

平成２２年度平成２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２８年度平成２７年度

―

―



都道府県別日本語教師養成・研修実施機関・施設等数，日本語教師養成・研修担当の教

師数，受講者数

（全体）

常勤教師 非常勤教師 ボランティア 合計

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿 児 島 県
沖 縄 県

合 計

都道府県名 機関・施設等数
教師数

受講者数



都道府県別日本語教師養成・研修実施機関・施設等数，日本語教師養成・研修担当の教

師数，受講者数

（大学等機関）

常勤教師 非常勤教師 ボランティア 合計
北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿 児 島 県
沖 縄 県
合 計

都道府県名 機関・施設等数
教師数

受講者数



都道府県別日本語教師養成・研修実施機関・施設等数，日本語教師養成・研修担当の教

師数，受講者数

（一般の施設・団体）

常勤教師 非常勤教師 ボランティア 合計
北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿 児 島 県
沖 縄 県
合 計

都道府県名 機関・施設等数
教師数

受講者数



受講者数（国・地域別）（上位２０か国・地域）

○概要

日本語教師養成・研修課程等の受講者の出身国・地域別の内訳は，日本が最多の

人（ ％）である。次いで，中国が 人（ ％），韓国が 人（ ％）である。前

年度と比較すると，日本が 人，ベトナムが 人，ドイツが 人増加しているが，その

他の国々では減少している国が多い。

日本 （1） （1）

中華人民共和国 （2） （2）

大韓民国 （3） （5）

ベトナム社会主義共和国 （4） （3）

台湾 （5） （7）

フィリピン共和国 （11） （4）

ブラジル連邦共和国 （9） （6）

タイ王国 （7） （9）

ドイツ連邦共和国 （6） （11）

マレーシア （7） （11）

ペルー共和国 （13） （8）

ミャンマー連邦共和国 （10） （11）

インドネシア共和国 （13） （10）

ロシア連邦 （11） （25）

インド （15） （16）

サウジアラビア王国 （18） （11）

ネパール連邦民主共和国 （18） （16）

ルーマニア （15） （25）

ウズベキスタン共和国 （15） （25）

スリランカ民主社会主義共和国 （18） （25）

国・地域名
大学等機関（順位） 一般の施設・団体（順位）

昨年度の

受講者数

今年度の受講者数

合計（割合）

日本

92.1%

中国

3.1%

韓国

0.6%

ベトナム

0.4%

台湾

0.2%

フィリピン

0.2%
その他

3.5%





Ⅲ 日本語教育コーディネーターの現状について

概観
平成２８年１１月１日現在，国内における日本語教育コーディネーターを配置して

いる機関・施設等数は ，日本語教育コーディネーター数は 人となっている。

前年度と比較すると，機関・施設等数は ，日本語教育コーディネーター数は

人の増加となっている。

日本語教育コーディネーター配置機関・施設等数について
日本語教育コーディネーターを配置している機関・施設等の内訳について見ると，

国際交流協会が ％ と最も多く，以下 大学等機関が （ ％），地方公共

団体が ，任意団体が （ ％），教育委員会が （ ％），法務省告示

機関が （ ％），社団法人・財団法人が （ ），特定非営利活動法人が（ ％），

株式会社・有限会社が （ ），学校法人・準学校法人とその他の法人がともに

（ ）の順となっている｡

前年度は，国際交流協会が （ ％）と最も多く，以下，大学等機関が （ ％），

地方公共団体が （ ），任意団体が （ ） 教育委員会が （ ），法

務省告示機関が （ ），特定非営利活動法人と社団法人・財団法人がともに

（ ％），その他の法人が 株式会社・有限会社が （ ％）の順となって

いた｡

国際交流協会

35.3%

大学等機関

18.0%

地方公共団体

13.6%

任意団体

13.2%

教育委員会

6.3%

法務省告示機関

6.0%

社団法人・財団法人

3.2%

特定非営利活動法人

2.8%

株式会社・有限会社

0.9%

学校法人・準学校法人

0.3%
その他の法人

0.3%



日本語教育コーディネーター数について
（１）機関・施設等ごとの状況

機関・施設等の主体ごとに見ると，国際交流協会が 人 と最も多く，以下，

大学等機関が 人（ ％），地方公共団体が 人（ ％），任意団体が 人

（ ％），法務省告示機関が 人（ ％），教育委員会が 人（ ％），社団法

人・財団法人が 人（ ％），特定非営利活動法人が 人 ，株式会社・有限

会社が 人（ ），その他の法人が 人（ ％）の順となっていた｡

前年度では，国際交流協会が 人（ ％）と最も多く，以下，大学等機関が

人（ ％），地方公共団体が 人（ ％），教育委員会が 人（ ％），任

意団体が 人（ ％），株式会社・有限会社が 人（ ％），法務省告示機関が

人（ ％），特定非営利活動法人が 人（ ％）の順となっていた｡

平成２８年度は前年度と比較し，法務省告示機関が 人，任意団体が 人，大学等

機関が 人増加し，教育委員会が 人，株式会社・有限会社が 人減少している。

（２）職務別の状況

常勤が 人（ ％）と最も多く，以下，非常勤が 人（ ％），ボランティ

アが 人（ ％）の順となっていた｡

前年度では，常勤が 人（ ％）と最も多く，以下，ボランティアが 人（ ％），

非常勤が 人（ ％）の順となっていた｡

国際交流協会

30.7%

大学等機関

22.6%

地方公共団体

14.2%

任意団体

10.6%

法務省告示機関

9.4%

教育委員会

7.1%

社団法人・財団法人

2.1%

特定非営利活動法人

1.6%

株式会社・有限会社

1.2%

その他の法人

0.2%
学校法人・準学校法人

0.1%

常勤

41.8%

非常勤

30.1%

ボランティア

28.1%



日本語教育コーディネーターの業務内容について
日本語教育コーディネーターを配置している機関・施設等に対し，日本語教育コー

ディネーターが主に担当している業務について，「日本語教師の養成・研修」，「地

域における日本語教育の実態把握」，「地域における日本語教育の企画・運営」，「日

本語教師や関係機関との連絡・調整」，「その他」の五つの業務内容の内，該当する

ものを全て回答してもらい，集計した。その結果，有効回答件数 件の内訳として，

「日本語教師や関係機関との連絡・調整」が 件，「地域における日本語教育の企

画・運営」が 件，「日本語教師の養成・研修」が 件，「地域における日本語

教育の実態把握」が 件，「その他」が 件であった。

（単位：件）

（注）複数回答あり。

総表

（※１）日本語教育コーディネーター業務を主たる業務とする者。

（※２）日本語教育コーディネーター業務以外の業務を主たる業務とするが，日本語教育コーディネーター業務も行う者。

（※３）原則として，日本語教育に対する報酬を受けない者（交通費等の実費は報酬とみなさない）。

養成・研修 実態把握 企画・運営 連絡・調整 その他 合計

コーディネーターの業務内容

日本語※1 日本語以外※2 日本語 日本語以外 日本語 日本語以外

都道府県

政令指定都市

中核市

上記以外

うち外国人集住都市

計

都道府県

政令指定都市

中核市

上記以外

   うち外国人集住都市

計

国際交流協会

特定非営利活動法人

学校法人・準学校法人

株式会社・有限会社

社団法人・財団法人

その他の法人

任意団体

計

合計

一

般
の
施
設
・
団
体

地方公共団体

教育委員会

その他

小計

小計

法務省告示機関

区分 機関・施設等数

日本語教育コーディネーター数

合計
常勤 非常勤 ボランティア※3

大

学
等
機
関

国立

公立

私立



内訳図表

都道府県別日本語教育コーディネーター配置機関・施設等数，日本語教育コーディネー

ター数
都道府 日 語 コ ネ デ ネ タ 数

日本語 日本語以外 日本語 日本語以外 日本語 日本語以外

北 海 道 9 3 5 1 2 11 1 23

青 森 県 1 0 1 0 0 0 0 1

岩 手 県 2 0 2 0 0 1 0 3

宮 城 県 6 0 0 0 3 0 1 4

秋 田 県 1 0 0 0 0 1 1 2

山 形 県 3 1 4 0 0 0 8 13

福 島 県 5 0 4 1 0 0 0 5

茨 城 県 8 2 3 2 1 1 2 11

栃 木 県 4 0 4 2 0 6 0 12

群 馬 県 4 1 2 2 16 0 0 21

埼 玉 県 10 0 2 1 0 26 13 42

千 葉 県 14 3 6 2 2 1 9 23

東 京 都 42 19 61 9 9 11 12 121

神 奈 川 県 12 4 4 8 0 10 4 30

新 潟 県 6 0 3 0 0 7 2 12

富 山 県 6 0 9 2 0 0 1 12

石 川 県 6 2 0 0 3 0 6 11

福 井 県 1 0 0 0 0 0 1 1

山 梨 県 1 0 0 0 0 0 1 1

長 野 県 9 0 1 7 6 2 1 17

岐 阜 県 8 5 5 4 5 0 1 20

静 岡 県 13 0 5 8 11 0 3 27

愛 知 県 17 5 20 1 40 0 4 70

三 重 県 3 3 1 1 0 0 0 5

滋 賀 県 6 0 4 0 4 0 2 10

京 都 府 14 2 8 0 0 3 16 29

大 阪 府 25 22 15 30 6 3 22 98

兵 庫 県 22 5 8 5 5 6 5 34

奈 良 県 3 1 5 1 5 0 0 12

和 歌 山 県 2 0 5 0 0 0 0 5

鳥 取 県 0 0 0 0 0 0 0 0

島 根 県 1 0 0 0 0 0 1 1

岡 山 県 7 5 3 4 1 4 1 18

広 島 県 9 1 5 3 1 1 2 13

山 口 県 0 0 0 0 0 0 0 0

徳 島 県 2 0 2 0 0 0 2 4

香 川 県 5 3 4 0 0 0 2 9

愛 媛 県 2 0 1 0 1 0 0 2

高 知 県 0 0 0 0 0 0 0 0

福 岡 県 16 13 24 21 0 4 4 66

佐 賀 県 2 1 0 1 0 0 1 3

長 崎 県 1 4 0 0 0 0 0 4

熊 本 県 2 3 1 0 0 0 0 4

大 分 県 1 0 0 1 0 0 0 1

宮 崎 県 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿 児 島 県 4 0 2 0 4 0 0 6

沖 縄 県 2 1 0 1 0 0 0 2

合 計 317 109 229 118 125 98 129 808

都道府県名 機関・施設等数

日本語教育コーディネーター数

常勤 非常勤 ボランティア
合計


	（セット）H28年度国内の日本語教育の概要（報告書）.pdf
	170810日本語教育調査.pdf

